






























































































年 ₈ 月 ₁ 日に合併することがこの時点で決定している。一方，後者につ
いては両町の合併をめぐって増穂町では後述するように町を二分する状












者は11.8％にとどまった。これを受けて増穂町は，同年 ₃ 月24日の第 ₅
回合併協議会で協議を離脱する意向を示した。
　同年 ₄ 月，増穂町議会議員選挙が行われ，鰍沢町との合併推進派と南




















































































請求に対して，同年 ₂ 月に町議会において賛成 ₄ ，反対 ₉ で否決した。




。 ₄ 月 ₉ 日に選挙管理
委員会は請求代表者に証明書を交付，告示，増穂町長の解職請求の署名
活動が開始する。しかし，署名が法定数である有権者の ₃ 分の ₁ に達せ
ず，解職請求は不成立に終わる。
　同年 ₅ 月29日，増穂町と鰍沢町の合併調印式が開催される。両町の ₆













































































































住民参加の方法 年月日 主な方向性 備考 結果
住民意向調査 H15.3.24 南アルプス市との合併 調査結果の多数意見 ×
町議会議員選挙 H15.4.20 鰍沢町との合併派が多数 鰍沢派 9 ，南アルプス派 7 ○
町長選挙 H15.7.20 南アルプス市との合併 選挙公約 ×
住民意向調査 H16.3.8 南アルプス市との合併 調査結果の多数意見 ×
住民投票 H16.12.5 鰍沢町との合併反対 投票結果の多数 ×
町議会議員選挙 H19.4.20 鰍沢町との合併派が多数 鰍沢派10，南アルプス派 4 ○
町長選挙 H19.7.20 鰍沢町，市川三郷町との合併，市制を目指す 選挙公約 ○
住民投票 H21.2.4 実施されず 議会で条例案を否決 ─





















































































































































































































第 １ 段階（フェーズ １ ）：現状の共通認識 ・住民間→情報公開，ワールドカフェ
・住民と議会間→議会報告会
・議員間→委員会の調査研究

















第 ５ 段階（フェーズ ５ ）：議決 ［必要によって住民投票］
第 ６ 段階（フェーズ ６ ）：執行 ［住民として公共サービスを担う］




















































































































平成 7 年12月 空港設置許可を国に申請
平成 ８ 年 7 月 運輸大臣が設置を許可
平成 ８ 年11月 地権者との補償協定，用地買収開始
平成10年11月 本体工事開始
平成13年 ６ 月 住民投票を求める直接請求
平成13年 ８ 月 県議会で住民投票条例案を否決
平成18年 １ 月 愛称が「富士山静岡空港」に決定




























































































































































　この住民投票の後， ₂ 月21日には蒲原町議会で廃置分合議案を賛成 ₇
票，反対 ₄ 票の賛成多数で議決した。これは，住民投票の結果である合
併反対とは異なる議決である。一方で，同じく静岡市との合併を目指し










































平成17年 ２ 月 ３ 日 静岡市長と蒲原町長との間で「合併協定書」の締結
平成17年 ２ 月13日 蒲原町で合併の賛否を問う住民投票を実施




平成17年 ３ 月18日 静岡県議会が廃置分合議案を可決







































新聞社 2005/ ₂ /14 a）との発言をしている。これは，合併反対が大差で多数






























































































































































































議  会 首 長 
 


























































（ ₈ ）　平成17年 ₂ 月静岡県議会定例会における県知事の発言（平成17年 ₃ 月18日）












市 町 村 市 町 村
１ 北 海 道 212 34 154 24 179 35 129 15 15.6%
２ 青 森 県 67 ８ 34 25 40 10 22 ８ 40.3%
３ 岩 手 県 59 13 30 16 33 14 15 4 44.1%
4 宮 城 県 71 10 59 ２ 35 13 21 １ 50.7%
５ 秋 田 県 69 9 50 10 25 13 9 ３ 63.8%
６ 山 形 県 44 13 27 4 35 13 19 ３ 20.5%
7 福 島 県 90 10 52 28 59 13 31 15 34.4%
８ 茨 城 県 85 20 48 17 44 32 10 ２ 48.2%
9 栃 木 県 49 12 35 ２ 25 14 11 ０ 49.0%
10 群 馬 県 70 11 33 26 35 12 15 ８ 50.0%
11 埼 玉 県 92 43 38 11 63 40 22 １ 31.5%
12 千 葉 県 80 31 44 ５ 54 37 16 １ 32.5%
13 東 京 都 40 27 ５ ８ 39 26 ５ ８ 2.5%
14 神奈川県 37 19 17 １ 33 19 13 １ 10.8%
15 新 潟 県 112 20 57 35 30 20 ６ 4 73.2%
16 富 山 県 35 9 18 ８ 15 10 4 １ 57.1%
17 石 川 県 41 ８ 27 ６ 19 11 ８ ０ 53.7%
18 福 井 県 35 7 22 ６ 17 9 ８ ０ 51.4%
19 山 梨 県 64 7 37 20 27 13 ８ ６ 57.8%
20 長 野 県 120 17 36 67 77 19 23 35 35.8%
21 岐 阜 県 99 14 55 30 42 21 19 ２ 57.6%
22 静 岡 県 74 21 49 4 35 23 12 ０ 52.7%
23 愛 知 県 88 31 47 10 54 38 14 ２ 38.6%
24 三 重 県 69 13 47 9 29 14 15 ０ 58.0%
25 滋 賀 県 50 7 42 １ 19 13 ６ ０ 62.0%
26 京 都 府 44 12 31 １ 26 15 10 １ 40.9%
27 大 阪 府 44 33 10 １ 43 33 9 １ 2.3%
28 兵 庫 県 91 21 70 ０ 41 29 12 ０ 54.9%
29 奈 良 県 47 10 20 17 39 12 15 12 17.0%
30 和歌山県 50 7 36 7 30 9 20 １ 40.0%
31 鳥 取 県 39 4 31 4 19 4 14 １ 51.3%
32 島 根 県 59 ８ 41 10 19 ８ 10 １ 67.8%
33 岡 山 県 78 10 56 12 27 15 10 ２ 65.4%
34 広 島 県 86 13 67 ６ 23 14 9 ０ 73.3%
35 山 口 県 56 14 37 ５ 19 13 ６ ０ 66.1%
36 徳 島 県 50 4 38 ８ 24 ８ 15 １ 52.0%
37 香 川 県 43 ５ 38 ０ 17 ８ 9 ０ 60.5%
38 愛 媛 県 70 12 44 14 20 11 9 ０ 71.4%
39 高 知 県 53 9 25 19 34 11 17 ６ 35.8%
40 福 岡 県 97 24 65 ８ 60 28 30 ２ 38.1%
41 佐 賀 県 49 7 37 ５ 20 10 10 ０ 59.2%
42 長 崎 県 79 ８ 70 １ 21 13 ８ ０ 73.4%
43 熊 本 県 94 11 62 21 45 14 23 ８ 52.1%
44 大 分 県 58 11 36 11 18 14 ３ １ 69.0%
45 宮 崎 県 44 9 28 7 26 9 14 ３ 40.9%
46 鹿児島県 96 14 73 9 43 19 20 4 55.2%
47 沖 縄 県 53 10 16 27 41 11 11 19 22.6%





県の動き 町の動き 議会の動き 住民の動き
平成12年 ３ 月 「山梨県市町
村合併推進要
項」を作成








平成14年 7 月15日 「三珠町，市
川大門町，六




































































１ 月14日 第 ８ 回合併協
議会にて市川


















































































































採 択（ 9 対










































































調 整 し た 結





11月 ５ 日 「増穂町の将





















平成21年 １ 月16日 「増穂町の将












例 案 を 賛 成

























































平成22年 ３ 月 ８ 日 富士川町誕生
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